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１ 経営戦略の策定に当たって（経営戦略の策定の趣旨） 

 

 卸売市場は、全国的な傾向として、人口減少による食料消費の減少や消費者ニーズの

多様化、農林水産物の国内生産・流通構造の変化、流通の国際化等によって市場経由率

の低下に伴い、取引量が減少しています。その一方で、市場内外の業者や産地との連携、

コールドチェーン（低温流通体系）の確立による品質管理の徹底等により生産者や実需

者等のニーズに対応することが求められています。これらの課題に対応するためには、

経営の効率化を図っていくことが必要です。更に将来的には、市場運営の広域化や他の

卸売市場との統合等、再編も視野に入れる必要があります。また、多くの卸売市場で施

設の老朽化が進み、施設更新の必要性が高まっています。 

 このような状況を踏まえ、市民への安全・安心な生鮮食料品等の安定供給という卸売

市場としての役割を果たしつつ、地方公営企業として将来にわたって安定的に事業を継

続していくためには、中長期的な基本計画である「経営戦略」を策定し、計画的な経営

を行っていくことが重要となります。経営戦略の中心となる「投資・財政計画」は施設・

設備に関する投資の見通しを試算した「投資試算」と使用料収入や地方債などの財源の

見通しを試算した「財源試算」を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、収入と

支出の均衡を図る必要があります。 

 なお、「経営戦略」については、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平

成 26 年 8 月 29 日付け総財公第 107 号・総財営第 73 号・総財準第 83 号 総務省自治

財政局公営企業課長、公営企業経営室長、準公営企業室長通知）に基づき、全ての公営

企業について令和２年度までの策定が求められています。 

 釧路市公設地方卸売市場（以下「当市場」という。）では、令和３年度から令和１２

年度を対象期間とする経営戦略を策定しました。 
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２ 市場の概要 

(1) 事業の現況 

  ① 沿革等 

    戦後から高度経済成長期にかけては釧路市においても人口が増加し、生鮮食料

品の安定供給は市民生活の維持に欠かせないものでしたが、釧根地域の冷涼な気

候条件から青果物の生産量は極めて少なく、域外からの移入に依存している割合

が高い一方で、消費需要に対する荷引力が脆弱でした。このことから、釧路市の

みならず、釧根地域への青果物の安定供給と広域流通の効率化を図る観点から、

当時の卸売会社１社と、青果問屋３社を集約した新卸売会社１社の卸売業者２社

制で昭和４８年１２月に釧路市中央卸売市場として開場しました。以来、釧根地

域における拠点市場として、青果物・花きの安定的かつ効率的な供給に取り組ん

できました。平成１８年には地方卸売市場への転換により、市場外流通の増加や

多様化する消費者ニーズに対応する新たな市場システムの構築を図り、併せて直

営であった管理運営を、民間活力を活かす市場運営へと移行するため指定管理者

制度を導入しました。 

     

法 適 （ 全 部 適 用 ・ 一 部 

適 用 ） 非 適 用 の 区 分 
一部適用 

事 業 開 始 年 度 
昭和 48 年 

支 弁 職 員 数 1 人 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場 

前 回 の 移 転 

又 は 再 整 備 年 度 
― 

次回再整備予定年度 
― 

広 域 化 実 施 状 況 ― 

民間活用の状況 

ア 民 間 委 託 ― 

イ 指定管理者制度 平成 18 年度から指定管理者制度を導入 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ ― 

 

ア．自家用電気工作物保安管理業務と統計システムソフト保守業務を民間業者 

に委託しています。 

  

イ．平成 18 年度より指定管理者制度を導入し、施設の維持管理や統計業務、各 

種申請の受理・承認業務の一部を委託し、人件費をはじめとした経費の圧縮

効果による施設使用料の減額を行ったことで市場内事業者の積極的な事業

展開が可能となりました。 
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  ② 施設の概要 

    当市場は、敷地面積６６，０００㎡を有しており、主要施設については次のと

おりです。 

    ア．卸売場      青果部３，９５１㎡  花き部５８３㎡ 

    イ．道内物卸売場（地場野菜売場）      １，３３２㎡ 

    ウ．仲卸売場     青果部１，４１４㎡  花き部７２㎡ 

    エ．関連事業者店舗  ７５０㎡ 

    オ．買荷保管積込所  １，８４３㎡ 

    カ．駐車場      １８，１７４㎡ 
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  ③ 使用料の形態 

    当市場の使用料は売上高割使用料と施設使用料の２種類があります。それぞれ 

の概要と考え方は次のとおりです。 

 

売 上 高 割 使 用 料 の 

概 要 ・ 考 え 方 

税抜き売上高の 1,000 分の 2.5 に 100 分の 110（消費税及 

び地方消費税に相当する額）を乗じて得た額と規定 

施 設 使 用 料 の 

概 要 ・ 考 え 方 
卸売場、関連事業者店舗など施設ごとに規定 

使 用 料 改 定 年 月 日 

（消費税のみの改定は含まない） 
平成 18 年 4 月 1 日 

  当市場の売上高割使用料は統括原価方式を基本として設定しているものですが、平 

成１８年に地方卸売市場へと転換を行った際に売上高割使用料と施設使用料ともに 

約４０％の手数料率引下げを行っています。 

 これは地方卸売市場への転換を機に取引規制が緩和されることに併せて市場内事 

業者が自らの民間活力を有効に発揮することができる環境を整えることを目的とし 

た使用料の改定でした。 

 

ア．売上高割使用料の概要 

釧路市公設地方卸売市場業務規程（以下「業務規程」という。）と釧路市公 

設地方卸売市場業務規程施行規則（以下「施行規則」という。）で定めており、

卸売業者市場使用料は、せり売若しくは入札又は相対取引に係る価格の１，０

００分の２．５に相当する額に１００分の１１０（消費税及び地方消費税に相

当する額）を乗じて得た額、仲卸人市場使用料は、仲卸人が卸売業者以外の者

から買い入れた物品を販売した場合は、当該物品の販売金額（消費税及び地方

消費税の額に相当する額を除く。）の１，０００分の２．５に相当する額に１０

０分の１１０（消費税及び地方消費税に相当する額）を乗じて得た額と規定し

ています。 

 

イ．施設使用料の概要 

 業務規程と施行規則で定めており、施設使用料については１平方メートルに

つき、卸売場は月額１８０円、道内物卸売場は月額１１０円、仲卸人売場は月

額１，２００円、関連事業者店舗は月額４５０円、事務室は月額６５０円、福

利厚生施設は月額５３０円、空地は月額３０円と規定しています。 
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    ④ 組織 

当市場では、平成１８年度から管理運営について指定管理者制度を導入し 

ています。これに伴い、所管は釧路市産業振興部商業労政課の担当職員１名 

で対応しています。 
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(2) 現在の経営状況 

 当市場は、昭和４８年１２月に釧路市中央卸売市場として開場し、釧根地域におけ 

る青果物等の拠点市場として、青果物・花きの安定的かつ効率的な供給に取り組んで 

参りました。しかしながら、年間取扱数量は大型量販店の進出による市場外流通の増 

加や人口減少、釧路港の水揚げ量減少に伴う船舶関連需要の減少などにより、昭和６ 

２年を境に減少傾向に転じ、現在は４万トン台で推移しています。平成１８年４月に 

は地方卸売市場への転換を行い、規制緩和と使用料負担の軽減を図ることで市場内事 

業者の積極的な経営活動を下支えし、市場の活性化を図ってきたところです。 

 このような状況のなかで、当市場は、昭和４８年に竣工した施設であるため、老朽 

化による施設の修繕経費が嵩んでいます。こうした中、当市場では年間取扱高は堅調 

に推移しているものの、年間税込売上高は単価安の影響等により減少傾向にあり、経 

常収支比率は１１０％以上で推移しているものの、経費回収率は低下傾向にあります。 

 

（※令和元年度については火災復旧経費を経常費用に計上しているため、経常収支比

率、経費回収率、他会計補助金率が大きく減少しています。） 

  

年間取扱高 

（t） 

年度 
野菜 果実 水産物 肉類・鳥 

類・卵類 

花き 合計 

H29 24,739 10,307 - - 6,908 41,954 

H30 25,763 9,534 - - 6,908 42,205 

R01 25,859 9,737 - - 6,682 42,278 

年間税込 

売上高 

（百万円） 

年度 
野菜 果実 水産物 肉類・鳥 

類・卵類 

花き 合計 

H29 6,660 3,870 - - 572 11,102 

H30 6,427 3,755 - - 564 10,746 

R01 6,150 3,623 - - 541 10,314 

経常収支比率 H29 118.2% H30 111.7% R01 83.1 

経費回収率 H29 80.9% H30 73.0% R01 53.1 

他会計補助金率 H29 18.7% H30 16.6% R01 13.3% 

有形固定資産 

減価償却率 
H29 63.0% H30 65.4 R01 67.8 

企業債残高対 

料金収入比率 
H29 496.2% H30 467.1 R01 442.1 
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３ 経営の基本方針等 

 

(1) 市場を取り巻く環境等 

 少子高齢化の進展による社会構造の変化や人口減少の進展、小売形態の急激な変化、 

市場外流通の拡大による市場経由率の低下、消費の減退と価格の低迷等、市場を取り 

巻く環境は厳しい状況が続いています。その一方で、市民への安心・安全な生鮮食料 

品の安定供給という市場が従来から持ち合わせている機能に加え、加工や配送等の役 

割も流通の一環として担うようになっており、近年注目される食品の安全等を確保す 

るためには欠かせない重要な施設となっています。 

 

(2) 施設の管理方針 

 当市場は昭和４８年に竣工した建物であり、建設から約５０年を迎えようとしてい 

ます。このようななか、平成２７年から平成２９年にかけて実施した耐震改修等工事 

により、中央棟については今後１５年間は大規模地震に耐えられる見込みであること 

から、引き続き計画的な維持補修に努めることとします。また、関連事業者店舗棟に 

ついては関連事業者は必要な市場機能の一部であるという共通認識のもと、約５０年 

が経過し老朽化が進んだ建物や設備の維持補修を必要な範囲において行っていくこ 

ととします。花き棟については築約５０年の地場野菜売場部分と平成１１年に増改築 

を行った卸売場・仲卸売場があり、いずれも計画的な維持補修を行うことで現状の機 

能の維持を図ります。 

 全体を通しては段階的に照明器具の LED 化を進めるなどの施設改修を通して維持 

管理コストの削減を図り、市場内事業者の経費負担軽減を進めて参ります。 

 一方で、将来的には廃業等に伴う市場内事業者の減少は避けられない状況であり、 

事業者数が減ることによって場内清掃費用をはじめとする共通経費の負担割合が増 

加することになるため、共通経費の考え方について市場内事業者や指定管理者と協議 

を行う必要があります。 

また、当市場は津波発生時の緊急避難施設に指定されており、災害時における生鮮 

食料品等の安定供給という基幹インフラとしての卸売市場機能を維持するだけでな

く、避難施設としても北海道胆振東部地震におけるブラックアウトを教訓に、停電へ

の対策として非常用電源設備の整備について、必要な機能や規模について検討を進

めて参ります。 
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(3) 経営の基本方針 

 当市場のあり方については、公設民営を維持しながら、市場施設の整備と民間活力 

による市場の活性化を念頭において、市場を取り巻く課題に対応していくことが必要 

です。 

 そのうえで、当市場では予冷機能の強化により商品の付加価値化を推進し、更なる 

販路の拡大と物流拠点としての機能向上を図るため冷蔵倉庫の建設を検討している 

ところです。 

この方針に基づき市場運営を行うには市場事業会計の健全性の確保が最優先とな 

ります。その中で使用料のあり方については受益者である市場内事業者の意欲と、市

場機能の確保という両面を維持するにあたり最も効果的な形について議論を深めて

いくこととします。 

また、市場施設の管理運営については、施設の老朽化を踏まえた効率的かつ効果的

な管理運営という視点をもって管理方法のあり方について検討を進めていきます。   

市場施設の整備に係る投資は、多様化する消費者ニーズを把握し、生産者が安心し

て出荷できる体制を強化することで青果物の安定供給を図り、市場内事業者の経営

を持続可能とするものに重点を置くことで市場事業会計の収益を確保しつつ、市場

流通の効率化を見据えた情報通信技術活用の可能性を探って参ります。老朽改修に

ついては計画的な修繕に努め、現有の施設設備の活用を図って参ります。 
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４ 将来の事業環境 

 

(1) 年間取扱高の見通し 

過去の年間取扱高の推移からは、少子高齢化の進展による社会構造の変化や人口減

少の進展などにより現状のままでは漸減すると見込まれます。圏域内人口の減少が見

込まれるなか、官民連携した釧根地域の地場産品のブランド化の推進や、必要な設備

投資による市場機能の維持を図り市場外転送を強化することで、地場産品の産地育成

を促し生産者が安心して市場に出荷できる体制づくりを支援して参ります。 

また、主力商品の産地に対しては、安定した出荷量の確保のため、産地訪問を行う

など、多角的な支援を行って参ります。 
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(2) 使用料収入の見通し 

  売上高割使用料については年間取扱高の推移に伴い変動するため、現状のままでは

漸減すると見込まれます。(1)年間取扱高の見通しで記載のとおり取扱高の確保のた

めの支援を行うことで、現状の売上高割使用料収入水準の維持を目指します。また、

施設使用料については、変動要素が少ないため現状維持を見込みつつ冷蔵倉庫の新設

による増加を見込みます。 
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５ 投資・財政計画（収支計画） 

 

(1) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

 ① 投資・財政計画（収支計画）のポイント 

  ア．収益的収支 

 令和元年度と令和２年度については令和元年１２月に発生した火災の復旧経 

費の計上により、純損失や特別利益を計上しています。 

冷蔵倉庫稼働後には一時的に減価償却費が上昇し、当年度純利益を圧迫します

が、翌年の令和８年度には市場中央棟や関連事業者店舗棟などの主要な建物の減

価償却が終了するため、収支は改善する見込みです。 

 また、冷蔵倉庫稼働後は、施設使用料の増額を見込んでいます。 

 

イ．資本的収支 

   令和２年度より市場敷地の雨水管汚水管と舗装の改修工事に着手しており、

これに係る費用は企業債を活用することとしています。また、現在検討中の冷蔵

倉庫の建設費用についても国の補助金を受けつつ、企業債の活用を見込んでい

ます。資本的収支の不足額については、収益的収支の黒字額等からなる補填財源

で賄う計画としています。 

 

 ② 収支計画のうち投資についての説明 

  計画期間の中頃には冷蔵倉庫の建設に係る大規模な設備投資を予定しており、 

令和５年度以降は順次、雨水管汚水管等改修工事と冷蔵倉庫建設に係る企業債の 

償還金が発生することから資本的支出が高額となる見込みです。 

 

③ 収支計画のうち財源についての説明 

 独立採算制の原則に則り、引き続き自主財源と総務省の繰出基準に基づく一般 

会計繰入金による経営を維持するとともに、健全な経営に努めます。また、計画期 

間内における財源の概要は次のとおりです。 

 

ア．使用料収入 

 売上高割使用料収入は、人口減少の進展や市場を経由しない取引の拡大等に

より漸減すると見込まれます。一方で冷蔵倉庫の導入により、販路の拡大や付加
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価値化が進むことを想定し、減少の幅は一定程度圧縮されるものと見込んでい

ます。施設使用料収入は変動要素が少ないことから同水準を維持しつつ、冷蔵倉 

庫の稼働後は冷蔵倉庫使用料分の増額を見込んでいます。 

 

イ．企業債 

    建設改良事業に係る費用は起債を活用することを見込んでおり、会計の収支均 

衡が図られる範囲での投資を行うことにより会計の健全性を保ちます。 

 

ウ．繰入金 

 総務省の繰出基準に基づく金額のみの繰入れを見込んでいます。今後も独立採 

算制の原則に沿って、繰出基準に基づく金額のみを一般会計から繰り入れて事業 

を運営していく予定です。 

 

  ④ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

   最小の費用で最大のサービスを提供することにより公共の福祉の増進に資する 

地方公営企業の本旨に立ち返り、更なる経費節減を図ります。計画期間における投 

資以外の経費は次のとおりです。 

 

 ア．職員給与費 

  当市場の支弁職員は平成１８年度以降１名体制をとっており、今後もこの状況 

を継続するものととして見込んでいます。 

 

イ．その他の営業費用 

 主なものとしては指定管理者への指定管理費と施設補修費を計上しており、真 

に必要な経費を精査のうえ、経費の節減に努めるとともに、老朽化の進む施設の 

改修を計画的に行うための費用を見込んでいます。 

 

ウ．支払利息 

 計画期間内における起債に伴う支払利息を計上しています。 
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(2) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組みや今後検討予定の取組みの概要 

  ① 投資についての検討状況等 

   現在の計画は、雨水管汚水管等の改修費用や冷蔵倉庫の建設費用を概算想定で計

画していることから、今後の調査や設計の結果を受けて見直しを行います。 

    

② 財源についての検討状況等 

 計画上、冷蔵倉庫の建設に伴う施設使用料の増額は、原価統括方式で算定される 

ものとして計上していますが、利用者の経営状況等を鑑みて協議を行う必要があり 

ます。 

 

③ 投資以外の経費についての検討状況等 

 引き続き指定管理者制度等の民間活力の積極的な活用を検討し、経費節減に努め 

ます。 

 

６ 公営企業として実施する必要性など 

 

釧根地域における公設市場は当市場以外になく、食品流通の中で果たしてきた集荷・

分荷、価格形成、代金決済などの調整機能は大変重要であり、食品流通のみならず地域

経済にも貢献していることから、当面は公営企業の形態で事業を継続しながら、今後の

あり方を検討して参ります。 

 

７ 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

 毎年度、経営戦略と実績値の比較を行い、３年から５年を目処に適切な事後検証を行

うほか、投資・財政計画と実績に大幅な乖離が生じた場合には随時、見直しを行います。 

 また、その他に経営に影響を及ぼす法令等の改正や、社会情勢、企業情勢の変化など、

市場事業を取り巻く状況に変化がある場合には随時更新を行い、より効率的な投資・財

政計画となるよう随時見直しを進めます。 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　　分 決 算 （ 予 算 ）

１． (A) 61,605 61,790 61,335 61,391 61,195 61,001 68,308 68,304 68,300 68,296 68,292 68,288
(1) 23,673 23,636 23,181 23,237 23,041 22,847 22,654 22,650 22,646 22,642 22,638 22,634
(2) 37,932 38,154 38,154 38,154 38,154 38,154 45,654 45,654 45,654 45,654 45,654 45,654
(3) (B)
(4)

２． 34,828 35,116 34,164 33,747 37,676 37,676 47,629 37,945 37,945 37,945 37,945 37,945
(1) 15,479 17,439 17,597 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433

15,479 17,439 17,597 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433

(2) 18,999 17,664 16,557 16,304 20,233 20,233 30,186 20,502 20,502 20,502 20,502 20,502
(3) 350 13 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(C) 96,433 96,906 95,499 95,138 98,871 98,677 115,937 106,249 106,245 106,241 106,237 106,233
１． 114,723 108,207 90,097 88,366 94,217 94,217 113,286 89,667 89,667 89,667 89,667 89,667
(1) 5,121 10,066 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129

2,068 4,245 4,299 4,299 4,299 4,299 4,299 4,299 4,299 4,299 4,299 4,299

3,053 5,821 5,830 5,830 5,830 5,830 5,830 5,830 5,830 5,830 5,830 5,830
(2) 68,891 58,765 43,523 45,582 43,582 43,582 43,582 40,582 40,582 40,582 40,582 40,582

394 2,054 481 481 481 481 481 481 481 481 481 481
37,022 36,252 29,229 29,229 29,229 29,229 29,229 29,229 29,229 29,229 29,229 29,229
30,454 18,843 11,941 14,000 12,000 12,000 12,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000
1,021 1,616 1,872 1,872 1,872 1,872 1,872 1,872 1,872 1,872 1,872 1,872

(3) 40,711 39,376 36,445 32,655 40,506 40,506 59,575 38,956 38,956 38,956 38,956 38,956
２． 1,286 4,166 797 1,070 1,340 1,316 2,229 2,144 2,034 1,922 1,810 1,700
(1) 289 267 412 270 540 516 1,429 1,344 1,234 1,122 1,010 900

(2) 997 3,899 385 800 800 800 800 800 800 800 800 800
(D) 116,009 112,373 90,894 89,436 95,557 95,533 115,515 91,811 91,701 91,589 91,477 91,367
(E) △ 19,576 △ 15,467 4,605 5,702 3,314 3,144 422 14,438 14,544 14,652 14,760 14,866
(F) 48,000
(G)
(H) 48,000

△ 19,576 32,533 4,605 5,702 3,314 3,144 422 14,438 14,544 14,652 14,760 14,866
(I) 4,859 37,392 41,997 47,699 51,013 54,157 54,579 69,017 83,561 98,213 112,973 127,839
(J) 244,831 246,511 251,270 250,540 273,687 269,106 264,375 265,106 268,049 278,007 288,624 299,190

5,468
(K) 68,355 44,984 45,006 67,112 81,143 81,454 81,767 82,085 82,403 82,724 83,048 82,738

22,063 22,085 22,107 44,213 58,244 58,555 58,868 59,186 59,504 59,825 60,149 59,839

27,727
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 61,605 61,790 61,335 61,391 61,195 61,001 68,308 68,304 68,300 68,296 68,292 68,288

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

収

益

的

収

入

特 別 損 失

施 設 補 修 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

需 用 費
委 託 料

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

令和3年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和12年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和11年度

営 業 外 収 益

売 上 高 割 使 用 料

受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

施 設 使 用 料



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　分 決 算 （ 予 算 ）

１． 25,900 23,000 335,000 315,000

２．

３． 11,020 11,032 11,043 11,054 22,107 29,122 29,278 29,434 29,593 29,752 29,913 30,075

４．

５．

６． 15,000 135,000

７．

８．

９．

(A) 11,020 36,932 34,043 361,054 472,107 29,122 29,278 29,434 29,593 29,752 29,913 30,075

(B)

(C) 11,020 36,932 34,043 361,054 472,107 29,122 29,278 29,434 29,593 29,752 29,913 30,075

１． 25,900 23,000 350,000 450,000

２． 22,041 22,064 22,085 22,107 44,213 58,244 58,555 58,868 59,186 59,504 59,825 60,149

３．

４．

５．

(D) 22,041 47,964 45,085 372,107 494,213 58,244 58,555 58,868 59,186 59,504 59,825 60,149

(E) 11,021 11,032 11,042 11,053 22,106 29,122 29,277 29,434 29,593 29,752 29,912 30,074

１．

２．

３．

４．

(F) 209,560 252,784 257,510 265,189 260,887 247,353 226,808 206,216 191,531 179,238 174,526 170,528

△ 198,539 △ 241,752 △ 246,468 △ 254,136 △ 238,781 △ 218,231 △ 197,531 △ 176,782 △ 161,938 △ 149,486 △ 144,614 △ 140,454

(G)

(H) 272,340 276,176 277,091 589,984 860,771 802,527 743,972 685,104 625,918 566,414 506,589 446,440

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　分
決 算
見 込

（ 予 算 ）

15,479 17,439 17,763 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433

15,479 17,439 17,763 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433

11,020 11,032 11,043 11,054 22,107 29,122 29,278 29,434 29,593 29,752 29,913 30,075

11,020 11,032 11,043 11,054 22,107 29,122 29,278 29,434 29,593 29,752 29,913 30,075

26,499 28,471 28,806 28,487 39,540 46,555 46,711 46,867 47,026 47,185 47,346 47,508

令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和3年度 令和11年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和10年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

入

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和8年度 令和9年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

令和10年度 令和12年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和11年度


